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平成 17年 (ヨ)第 1.0015号  地位保全仮処分命令 申圭事枠

1 決  :    定

阪 経 済 大 学

1   催          ―

正    市

員域     雄

葵

主   |  一1文   、 l  i
l 本件 申立てを却下す る.

2 申率費用 :ま ,債権者の負担 とす葛.         |
“   ‐

事 彙 及 び 理 由

第 1 申立ての趣 旨

債警者が,単盛 17年 4月 1白 以降 3年間,債務者人間科学部の特任教員の

「地位ξ予あること守仮:F定■る。      |
第 2 当事 .―Iの主張

1 争い件なt、 事実

(1)′ 偉務者は,大阪経済大学 (以 下 「章件大学」 とい う。)な設置子 る学慕格
人である。本件大学に l■

‐,鰹.済 学部 (第 1部,第 2部),経音學部 (第 1部 :

警 也部),1経営情報学部及び人間科学部があるL        ●

そ して,井阪健― (以 下 「井阪響膏畢1二 い う。ウ がi債霧者 二理事長 を
務めている。
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'(21 債権者は ,昭和 35年 3月 ,京都大学大学院農学癖究科農森経済学葦衰億 '

士議程を修丁 し,農林省 (当 時)に勤務 したが,昭 T―
p44年 4月 に本件大学

の講師に就任し,昭和47年に本件大学の助教授に:昭和54年に本件大学
の軟綬とな響,,昭和57午 4月 から1年間咋教義部長i平成わ年 5月 から2

年間|ま教務部長,平成 i4年 ゴ月から平成 16年 10月 までは学長捕位の職

におもた。     1       1 ,     |
(3)債権者は『本件大学の人間科学部|こ所属して、1た ところ,,平成 117年 3月

をもって満7,講にな:⊃ た。

(4)債務署にお I17hで は,就彙規 allだ ょって,教員の定員は満 70議でぁり,定
年に達したときは退職と定ぬられている:ま た,これとは前に:碁任教員に

関する規程が定められており,定年退職者11■いて,一走の署枠の下に,特
任教員の貴格を与えられた場合には, 3年間の任期が定められてI(る 口  i

特任教員 η任 用 の要件 と してJ学長 を委員 長 と し,経碁学部 1幕 営 学部 ,

経 営 情報 学部及 び 人 間科 学部 の 4学部 の部長 J教辞 委 員長 ,経済 学研 究 科 長

, 並びに経営情報研究料長によつて構成される特任教員推薦委員会が推薦を批

定した者を,そ の者が所属する学部の教授会
iこ 持弟し,当該教授会|ま を推薦

された候補者について特任教員としての任用を決定することときれている場

債権者についでは,平成16年 10月 29F,特任教員措薦委員会|と おい
てぅ債権者を特性教員候補者碁して推覇するとの決定がされ,同 自開催され

た人間考学部教授会においt,債経者を特亀教員として任島■る」の決定が

された.  ′

(5)井販理事長は,平成 17年 辱月■:日 J本件本学申理事長豊において,債
権者 に対 し,「 あなたを こ仰 4月 秘、らの特任教 員 に任 用 しない こ と とした の

で趣告 します。Jと 通告 した (単 下 「本件
′
ギ任用」 とざヽ う。1.

2 債権者 の主張   , `       |    …

債 権者の主張は,地位保全板処分 申立書及 び各 圭襲姜 面調載 の と轟 りでぁ る
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か ら,こ れ らを弓1用 す るが,'鷲 骨暮子は鳳下のとお りであ.る . :   |

(1)保全すべき権利関係にァし`て

7 特儀教員の性用呼関 しては,教醤暑た任用権限がある,そ して,債権者

に―rい ては,人間科学部毒舞会において,特任教員 としての任用弯i決定 さ

れてお り,債権者は債務者 の特任教員■う地位 を有す やど

また,本件大学においては,満 70歳の定年退職前に,所定Ⅲ手続を経

て,教授会が特任教員とし下の任用を決定した場合:こ は,定年後も定めら

れた任期の間,特任教員として雇用を継続するという披いが,事実たる償

習として確立し,労働契約の内容を構成し 1法帥拘束力善有していた。

イ 債務者あ理事会は,特任教員,任用について裁量を有していなぃから,

前記教授会の任用潰定lま理事会キ拘束する。本件不任用は,大学の自治や

教授会ぬ自治を否定するもので■‐てJ′ 計されなレ`」

また,債務者の理事会に特彙教員め任用権限があるとしても1本件にお

いて,債務者 の理事会 は特任 教員 の任用 に関 して決定 を してい ない。

ウ そ して,本件不任用 を合理化す るよ うな点 は何 ら存 しな 17・ 古

(2)保全 め必 要性 について

債権者は,本件不任角により,大学行事へ⑪参加,人間科学部で彎授業 ,

教育研究活動や研究童のfll用 も寺きなく|な り,基本給や各種手当の支払も一

切 受 け rEpれ な くなるおそれ もあ る :

'ま た,債権者め担当予定科目について,開講延期の措置がとられたため,

受講希望中学生も多大の迷惑を受けている.

さらに,債権者は1特任教員たる地位 を失わ されたことによつて,そ η島

誉 。信用についても著 しい損害を受けている.

3 債務者 の主張

債務者の主張 lま,答弁書及び各主張警面記載めとお りであるか ら,こ れ らを

引用す るが,その骨子は以下の とお りである.
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(1)嬌 豊 す べ き準 利 関係 llや llて 'I I  `   
「 |       ・

ア 人間科学部教翠会lま ,質権者を持任教員侵楠有として選考 (批定)した

が,平成 17年 3月 1.5日 に開催された理事会におぃて,債権者の再雇用

に関して理事長に■任ヒ′,これを受 :す 下.井阪理事量は,・ 甲月 32日 :債

権者を特任教員に採用しないことに決定した:

モして,債権者lt i就業親員」第 18条の定年規定によって,満 70歳に

達した学年の末日である平成 17年 3月 31日 をもつて退攣し,特仕教員

に採用されなかったことにょり:債務者における身分を喪失 しだ。

イ 特任教員Q任用を決定するのは,債務者の理事会であ―」て5教授会では

ない。   |         ,    .
教授会は,特任教員の任用につぃて、理事会に対し意見を具申するため

に審議決定するにすぎず,そめ決定は,理事会の意思決定を拘束するもの

ではないし:私立大学においては:大学の自治の概念は,適用されること

も類推適用 され ることもない。

また1本件大学において,定年退職 した教員について特任最員 として再

雇用 される旨の事実た る憤習は存しなキヽ し,特任教員の任月に関す る教授

会決定が再雇用の投定であるとする事実たる慣習 も存 しない :

ウ 債権者 には,就労請求権 Iま ない し,債権者 め研究は大学ぬ研究室以外で

も行 うことができるのであつて,r研究 とい う労務の提供について特昂Jの合

理的利益を有 していない。1に        、  i   t

(1)保全の必要性liついて               、

債権者には,賃金仮払いの必要性は認 められない し―財産的損害以外の著

しい損害 も存 しない。そ して・ 債権者 に就労請条権濤違ぃこ単に照 らをば,I

地位保全の必要性は認め魯れない。     | |

また:本件大学は,債権者の担当予定であった講義 にr」 ぃて,こ れに対応

す る措置を講 して、′ヽる:
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第二 当鞠 所の判断        ■
1 債権者は,本件において, 3年間彎任教員たる地位 を仮 i予 定めることを求め
ていうが:こ 備よ うな復の地位を定め手仮処分命tは,争い瀑`ぁる権茉り関係に
1つ いて債権者 に生ずる著 しぃ損害又は急追の危険青避けるた串これ を必要 とす
るときに発す ることができるもの■ぁ り (民事保全法 23轟 2項),かが る必
要性が認められなければ,保全すべき権利関係につぃて半r断するまでもなく,

そ彎費立てを却下十九き下■るから,ま ず,保全あ必要性呻有無にもいて襲討
する.                  1

2 債権者は,.本件不任層により,基本給や各種単当の支卦が下切受 |チ られ暮くなぅおそれがある旨主張する。      1           _
この点,労働者にとって,賃金は,労 /4・契約上の労働者め権利の中核善なサ

も,と いうことができる。しか し,本件だぉぃて=寧権者年,賃金の仮払ぃ暮
｀

求めてぃるものではないし「疎明資料 (■
｀5,6)及び審■,全趣旨にょれば,21■権者は,債務者から長■にわたって高額,給与を革払ゎれてぉり,平成 iG

年分にっぃては,年額 1444万 70oO円 の給与を支格われてぃた■と,平
成 17年 3月 畢 1日 に債肇者か ら退孵金 ごして 377ュ

=900o円
が支払ゎ

｀

れたilが 認められるのでぁって,本件不任用によ二て,債権者が債務者か ら
事金 ⑭支払が受けられないょ ぅにな ,こ ■ をもって,嬌幸の必要性がぁるとい
,こ 1と ■できない。

3 債権者は,本件不任用|に ょり,本学行事
.へ

の参加ち人
甲科学部での授業,裁育研究活動■研究室の利用ができな くなり,受講希望?学生も1多大の輩惑を受けている旨主張し、情権者の陳述書 (甲 12,20)に はi本件不任用により,①僚琴煮担当予定の講義 ,科 目lこ

っぃて学生も:受講できずj受講生の損先が轟る,②債権者の研究活動にと
iぅ て研究重に置かれている大量わ図書・資幕「は極

め下重大でぁって,こ れらの町書
.資料をllき 続きォiメ ヽ                    署する必要ぶおり,研究,

.育 ,論

=:書
籍の出版等の

管権者の今後の活動にも多大↑影響を与える旨の

2005年  7月

ｌ
Ｊ
劃
還
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記載があふ.

こ鈴点,大学教授にとつて,学生に対して講義
=行

うなど授業を担当するこ

と:■ ,その学問的研究成果を発表する機会であり,モ |の研究を報め,発展 させ

るための重要な要素をなすものということができる。 しかし,本件において,

情権者が特任教員たる地位を有することを仮に定めたとしても,これによもて

当然に債権者が講義を担当すること澤こできるようになるとは認めるに足 りなさヽ

上,嫌明資料 (甲 18, 20,乙 28ダ Ё9)及き審尋の全趣 旨によれば,,債

務者 |ま ,「今後,仮に,暫定的に教峰の地位が認 められま しても:本学 としそ

は,提業を担当してもらうことは考えておりません」という告ぷを掲示して瀬

り,債権者の担当予定であった授業の一部については代替措置が講じられてい

ることが認められ,債務者が債権者に授業を担当させる措置をとることも薄各

し難い。カロえて,疎明資料 (甲 20,こ 191 39‐  37)及び審尋の豊趣旨

によれば,債務者の井阪理事長は,債権者に対し1.本件下任月中踊告に際して,

非常勤講師としてであれば勤務できる旨述べたのに対して,憤権者はこれを拒

絶したことが認められ,偏権者ぅ:こ れに応じていれば,少なくとも授業勢担当

lt可能であったと認められる。債権者は.結局,こ れ:こ応じなかったものであ

って,以上の点に照らせば,本件不任用によって,債権者が授業を担当するこ

とができなくなったことをもって,保全の必要性があるといぅことはでき琺3Y・
i

また,本件不任用によって,学生が多大の迷惑を受け曇という慕にっいても,

学生,不利益にすぎない●―pであ尋て,これをもつて債権者に著しい損害や急迫

の危陵が生じるといがことはできない。           '
そして:本件/T・任用によもて,質権煮が,研究室に置かれている図書・資料

・■_・ 利用できないとする点については,疎明資料 (甲 16)及 び審尋の金趣旨に

よ■ば,債権者が事件不任用にょり本件大学内脅個人研究室を利用できなくな|               .域
授た|二 債権者の研究活動にと二て不つたと認められ,こ れ|ま 一般的には大彎

■ll蕪 となると考えられるもの中,債権者が陳述書 (甲 12)で自認するように,

6

一̈．一一一一゙
一
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甲究活動は研究室内においてのみ寿お
:|る |の下竿な

ドllでをぅそ,1本拝未轟
用によって,債権言が研究室に置かれ

,ぃぅ画書・資料をTJ用 |き 基く暮った
ことを鷺って,保全の必要性が島るとぃうことにできないL   

｀

その余の点にPいて|も i本■におゃヽ
下l償構著

1'ユ|するよぅ
1暮

括島ができ
な、なること:|ょ つて,情権者におしヽ下,具体曽に著 l171轟害や急迫の危険が
生 じろこと考認めるに足りる疎明はなくl像|の必要性があるキじくぅこ」itで
きない。

11抽 ≧ 難 者に 未件ネ健用に111P塩 薯千 轟 ■ 繰て遮喜 こレ亀 曇
を受けてぃる旨主張し・ 債権著の障逮書 (申 29)には1本件不荏用によ|り

,

大学の内外ほキける信頼・信用が著しく鎖なゃれ,吉しい藉神的善痛基受けを
いる旨の記載がぁる.

しかし,本件不任用は,それ自体,直ち
lこ寧権者の名誉 信゙事を1蓋|け 二もの

キ
いうことはできなぃし,仮に,債

琴者の名誉・信用が鷺うけられたとしモ|

も,そのことをもって置ちiF保全の必琴峠 を議める
.に

は違 り事ふ.加 ぇて,轟
甲資料

l甲
8, 16,肇 37)ュ び審

号 ?全彗 旨によれむ,,1筆者力:本件某連
用に聞し下第■者に知らするょぅ基基島等を,も た?ではなく:債権者自身が

,

奮
件不年層が不当十■ることを第二者に対して講え下いることが認められ,最件不任用 によ り債 権者 め社会的評 fdiが澪 下 した と して も夕債権者 自身の行 動 に

雫甲する点もあるキilう べ讐暮ぁtキj,上
に順|す と,1本■1柱烏により晨 |

権者あ名誉 ,信用が警うけられるとぃ:こ・とをもつて,保全の必要性秘ミあるということ|までき午ぃ。                …

, す
じ・て,ほか il保全 の鳳要性 を議 めふに足 りる嫌明はない。

1 以上 に
す

れ
げ
,保全すべぎ権 Fl」 関係 i「 二ぃて判

岬す るまで もな く,求件 申立
ては保全の必 要性 を大 くも彎でぁる勇、ら,響■す るこ iと して,皇文 の とぉ り
投定す る。

平成 17年 7月 4日
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